
社会 i鶴 祉法人報徳福社会定款

第 1章 総則

(目 的)

第 1条  この社会福雑法人 (以下 「法人」という。)は 、多様な標雑サー ビスがその利用

者の意向を尊薫 して総合的に提供されるよう潮I慧 工夫することにより、串と用者が、個人

の尊厳を保持 しつつ、心身 ともに健やかに育成され、自立 した生活を地域社会において

曽4,こ とができるよう支援することを目的として、次の社会槙社事業を行 う。

(1)第二種社会福祉事業

(イ )保育所 つくし保育園の設置経営

(,)保育所 第二つくし保育園の設置経営

(ハ )保育所 ひまわ り保育園の設置経営

(二 )老人デイサービス事業 介護
:保

険法に基づく第1号通所事業

(デ イサービスセンター ここるつくし)

(ホ )認知鷹対応型老人共同生活援助事業

(グループホ…ム ところつくし)

(へ)児童厚生施設 二条市立大崎児重館の受託経営

(卜 )放課後党愛健金育成事業

(■ 条市立大崎児遠クラブの授託運営)

(チ )朔と域予育て支援拠点事業の経営

(ジ )一時諌か り事業の経営

(名 称 )

第 2条  この法人は、社会福れた法人報徳福社会 をい う。

(経営の燦貝ll等 )

第 3条  この法人イま、社会福れli事 業の主たる機い手をしてふさわ しい事業を確実、効果的

かつ適正に行 うため、出笠的にその経営基盤 Cr)強 化を図るととt)に 、その提供する福れと

サービス♂)質の l揮れに並びに事業経営の透明性 C″)確保を図 り、く》7っ て地域福社の推態に努

めるものとする。

2 この法人は、地域社会に貢献する耳又縦 と tノ て、地域の独居高齢者、■育て世幣、経済

的 tと 困鶏する者等を支援するため、無1料叉はほ籟な料命で福祉サービスを積極的に提供

するものとする。

(事務所 (夕)所在地 )

第 4条  この法人の事務所を新鴻県こ粂市藤大崎iT圏 27番 66聯に置 く。



第 2華 評議員

(評議員の定数 )

第 5条  この法人に評議員 7名 以上 生◇名以内持置 く。

(評欝員の選任及び解盤 )

第 6条  この法人に評議員選任 こ解f丘委員会を置きゝ評議員の選任及び解任は、評畿員選

任・解任委員会において行 う。

館 評議員選任・解任委員会は、監事 1名 、事務局員 1名 、外部委員 8名 の合計 る名でオ欝

成サ
‐
る。

8 選任候補者 r′)推1薦及び解任 C')提 案は、甦事会が行 う。評議員選雑・解任委員会の運営

についての細員1は 、理事会において定める。

4 選任候補者の推鶴及び解任の提案を行 う場合には、義該者が評議員 として適任及び不

適任と判断 tノ た難曲を警員に説爵月モ/な け熟′ばならない。

5 評議員選任 れ解任委員会の決議 tま 、委員の越半数が l瞥1席 と/、 その過半数をもアぅて行

う。ただし、外部委員の 1ブ基以 Lが 出席 〔/＼ かつ、外部委員の 1名 以上が賛成すること

を要する。

(評議員のイ4魏 )

第 7条 評議員の任期は、選任後 4年以内に終 了す る会計年度の うち最終め地のに関する

定時評議員会の終結の時 まで とし代再任を妨げないぃ

2 任期の満 了前に選任 した評議員の補欠 として選任 された評議員のr上期は、選任 した評

議員の任期の満了する斡 まで とする。

3 評議員は、第 5条 に定める定数に是 りなくなるときは、任期の描了又は辞任により選

任 1ノ た後も、新たに選任 された者が就任するまで、なお評議員 としての権利畿務を有す

る。

(評議員の報醐等 )

第 8条 評議擦に対 して、評議員会において別に定める報酬等の文給の基準に従つて算定

した額を、報郡llと して文給することができる。

2 評議員の報酬については、勤務実態に景llし て支給することとし、評議員の地位にある

ことのみによっては、文給 しないゃ

第 3尊  評議員会

(構成 )

第 9条 評議員会は、金ての辞r議員をもって構成する。



2 評畿員会には議長を置き、議長 Fよ その都度評議員 (ノ )五 選で定める。

(権 眼 )

第 10条  評議員会は、次の事項について決議する。

(1)理事及び監事の避任 又は解任

(2)理事及び機事の報酬等の額

(3)理事及び監事並びに評議員に対する報螂等の支給の基準

(4)計算書類 (貸借対熙装及てド収支計算善)及び財産 日録の承認

(5)定款の変更

(6)残余財産 (2)処分

(7)基本財産の処分

(8)雑:会 篠れた充実計画の承認

(9)そ の他評議員会で決離す るものとして法令又はこの定款で定められ′た事項

(Fギ爵催 )

第 11条 辞r議員会は、建時評畿員会 ととンで毎年度 6月 ,こ l lrll開 催す るほか、必要がある

場合に翻催する。

(揮 纂 )

第 12条  評議員会は、法令に抑1段 の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事

長が絡集す る。

2 評議員は、理事長に対 し、評議 員会の 日的である事項及び招集 lオ〉理由を示 して、評議

員会の絡集を請求することができる。

(決議 )

第 13条  評議員会の決議は、決議において特男I子 の利害関係 をイ1・ する評議員を除 く評議員

の過半数が触庸 t′ 、そσ)過半数をもつて行 うぅ

2 前項の規定にかかわらず 、次の決議は、洪議について特浄↓の利審関係を有する評議員

を除 く評議員の 3分 の 2以上に当たる多数をも■)て 行わなけれイゞならない。

(1)監1事 の解任

(2)定款の変更

(3)その他法令で定められた事項

3 理事叉は監事を選任する議案を決議するに燃 しては、各候補輩 ごとに第 1項の決議を

行わなければならない。囃事又は監事の候補者 (7)合 計数が第 15条に定める定数をぃと圏

る場合には、過半数の賛成 を得た候補者〔″,中 から終票数の多い順に定数の枠に連するま

での者 を選任することとす る。

4 第 二項及び第 2項の規定にかかわ らず、評議員 (当 該事 I藁 について議決に力μわること

ができるものに限る。 )「ア1全員が書面又イま電磁的記録により同意α)意 思表示をしたとき

は、評議員会の決議があ′ぅたもの とみなす。



(議事録 )

第 14条  評議員会の議事については、法令で定めるところtこ より代議事録を作成する。

2 議長及び会議に出粛 した評議員の うちから選出された議事録署名人 2名 がこれに穂窄l

押毎βする。

第 4章 殺員及び職員

(役員の定数 )

第 15条  この法人には、次の役員を越く。

(1)理 事 6名 以上 9名 以内

(2)監 事 2名

2 理事の うち 1名 を理事長 とす るぐ

(役員の選任 )

第 16条 理事及び監事は、辞r議員会の決議によあて選任するっ

2 鐵事長は、理事会の決議 によ◆て報事の
'llか

ら選定する。

(理事の職務及び権限 )

第 17条  理事は、理事会を機戒 tデ 、法令及びとの定款で定めるところにより、織務を執

行するゃ

2 理事長は、法令及びとの定款で定めるところにより、この法人を代表 と、そび)業務を

執行す る。

3 理事長はゝ毎会計年度 tと 4月 を超える間隔で 2国 以 れ、自己σ,職務 (′)攀t行 (ア)状況を理

事会に報告 しなければならない。

(監事の職務及び権限)

第 1務 条 監事は、理事の職務の執行持監査 し、法令で定めるとこみにより、監査報告を

作成する,

2 監事は、いつでも、理事及び職馳に対 して事業の幸殿告を求め、この法人の業務及び財

産の状況C')調査をするととができる。

(役員〔″)任期 )

第 19条  理事叉は監事 rガ,任期は、選任後 2年以ぬに終了する会計年度 r,ぅ ち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとと/、 再任を妨げない。

2 補択ユェして隷任 さ才l′ た理事Xは監事 lノ〕任養月は、前任者の任期の満了する時までとする

8 理撃Xは監事は、第 15条に定める定数に足 りなくなるときは、任期の満了叉は鮮任

により選任 した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお賤事又は監事としての



権利義務を有する。

(役員の解任 )

第 20条 爆事又は監事が、次のいずれかに該璃するときは、評議員会の決議によつて解

任することができる。

(1)職務上の義務に逮反 し、又は職務を怠つたとき。

(2)心身の故障のため、職務の執行に支障があり、叉はこれに堪えないとき。

(役員の報齢ll等 )

第 21条 理事及び監事に対 して、書r議員会において別 tこ 定める報酬等の文給の基準ほ径

って算定した額を報酬等 として支給することができる。

2 役員の報酬に7)い ては、勤務実態に輿1し て支給することとし、役員 rメ)地位にあること

のみによ′つて嫌、文給 しない。

(職員)

第 22条  とて/)法人に、職員 を鸞 く。

2 この法人の設置経常す る施設の最他の薫要な職員 (以 下 キ施設長等Jと い う。)は、

理事会において、選任及び解任する。

3 施設長等以外の職員は、理事長が任・テ亀す る。

第 5章 顧 F諄電

(顧闘 )

第 23条  この法人に1熊
F際電着干熟を置 くことができるり

2 顧間は、理事会の回慧 を得て理事長が委嘱する。

8 懸間は、この法人の業務について理事長の諮 l巌彗に答えXは意見を具中する。

4 任期については、役員の任期に準 ↓る。

5 顧 PHlに 対 して、評議員会において妙jに 定める報酬等の支給の基紳に従つて算定 し女i額

を報酬 として支給す ることができる。

6 顧聞 fノリ報醜については、勤務実態に揉pし て支給することとし、顧ド膨鳴の地位にあること

のみによつては、支総 しない。

第 6章  理学会

(構成 )

第 24条 理事会は、金ての理事をも■)て 構成する。



(権眼)

第 25条  理事会は、次の職務を行 う。ただ ィヽミ園常の業務 として理事会が定めるものに

ついては理事長が専決 tブ 、これを理事会に報告する。

(1)こ の法人の業務執行の決定

(2)理 事の職務の執行の鐵督

(3)理 事長の選定及び解職

(|イH集 )

第 26条  即事会は、理と事畏が招集する。

2 理事長が欠けたとき又は瑾事長に事故があるときは、各囃事が理事会を招集する。

(決議)

第 27粂  理事会の決議は、決議任ザ1)い て特別 ,)利 害関係を有する理事を除く理事の過半

数が出席 し、その過半数をもつて行 う。

2 前項の規定にかかわらず、理事 (蓮 該事項にア,いて議決に加わることができるものに

限る.)の 全員が審面又は鐘磁的記録により開意、イ/)意思表示をしたとき (監事が当該提

案について異議を述べたと熟を除く。)は、理事会の決議があったものとみなす。

(議事録 )

第 28条  理事会の議事にイ)い ては、族令で定めるところにより、議事録を作成するむ

2 出席 した理事長及び監事は、前項の議事録に記亀押騨す る。

第 7章  資驚及ぴ会計

(資産 6/)区 分 )

第 29条  この法人の資産は、これを分けて基本財産、公益事業用只オ産、その他財滋 とす

る。

2 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもつて構成する。

(1)現 金 2と 000,000脚
(2)新 鴻県i条市西大崎二丁 目1318器 地 5・ 1318番 地 9・ 1818番 地甲子

所在 12)鉄骨造舎金メ ッキ鋼板ぶき 2階建

つ くし保育園 保育所  1棟  (13(,9,31平 方メー トル )

(3)新 潟県 i条市東大崎 ―丁 日493番 地 1

所在の鉄筋 コンクジー ト造陸屋根三階建

第■つ くし保育園 園舎  1棟 (634,84平 方メー トル )

(4)新 鴻県二条市画大崎二丁 目621番 地 3

所在の鉄筋コンク サー ト進アル ミふューム板尊二階建



老人福祉施設 こころつ くし 養護所 1樵 (1,118.10平 方メー トル)

鉄骨造アル ミエューム板曽平鳳建 車庫  1棟 (108.24:平 カメー トル )

(5)新 鴻県三条市i竹二丁 口47番地 と

所在の鉄筋ヨンクリー ト造降羅 1投 二階建

ひまわ り供育園 保育所  1棟 (484.41平 方メー トル )

本造合金メッキ鋼板辞平屋建 おひきまハ ウス と撫 (109,30平 方メー ト

ル )

3 その他財産は、基本泉′す産、イムゝ益事業用財灌以外 rブ)財産 とする。

4 公益事業用鮒産は、第 87条 t贔 掲げる公益を目的とする事業の用に供する財産 とす

る。

5 基本財産に指定 されて寄附 された金占とは、速やかに第 2項 に掲げるため、必要な手続

をとらなければな
'pな

い。

(基本財産α)処分 )

第 3C)条  基本財産を処分 し、Xは撫保 に供 しようたするときは、理事会及び評議員会の

承認 を得て、三条市の承認を得なけ荘とばならない。ただ し、次の各持に掲げる場合に

1ま 、二条市の承認 は必要 と tノ ない。

(1)独 立行政族人福れと隠療機構 に対 とィて基本財産を標保に供する場合

(2)独 立行政法人福祉隠療機構 と協調融資 (独 立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が行

う施設籍縛σ)た めの資金に対す る融資 と併せて行 う朗 ・σ)財産を担保 とする基該施設整

備σ)た めの資金に対する融資をい う.以 下岡じ。)に 関す る契約 を結んだ民F斜弩金融機関

に対 して基本財藤を機保に供する場合 (協調融資に係 る機保に限る。 )

(資 藤の管理 )

第 3J.条  この法人の資藤は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。

2 資産α)う ち現盆は、確実な金融機関に預け入浄′、確実な信託会社電信託 l′ 、又
'ま

確実

な有価証券に換えて保管する。

(事業計画及び収支予鋒)

第 32条  こrノ)法人の事業計画書及び収支予算善については、毎会計年度 Fガ月始 (′)日 の前 日

までに、理事長が作成 し、理事会の決議を経て、直近の評議員会叉は定時評議員会にて

報告するものとする。

2 前項て7,善類にr,い ては、主たる事務所に、当該会計年度が終 rす るまでy)F智ヨ備え置

き、 一般の関覧に供するもば,と する。

(事業報警及 (パ決錬 )

第 38条  この法人の事業報告及び決算 ,こ f)いては、篠会議
‐年度終了後、理事長が次の審



類を作成 し、監事の監査を受けた _れ で、理事会 (メ)承 認を受けなければならない。

(1)事業報告

(2)事業報告の附属熙月細書

(3)貸借対員《表

(4)収支計算善 (資 金取文計算警及び事業活動計算善 )

(5)貸借対熙表及び ll又 支言,練壽 (資金収支計算書及び事業活動計算馨)の 購属明細書

(6)財産 目録

2 前項の承隷を雙けた書類の うち、第 1号、第 3号、第 4号及び第 6号の書類について

は、定時評議員会に提出し、第 1号の書類についてはその内容を報管 し、そ♂)他の壽頼

については、承認 を受けなければな もない。

3 第 1項 の書類のほか、次の善頬を主たる事務所に 5年 ド置弓搬 え置き、一般 (ア)関 覧に供す

るとともに、定款を主たる事務所に鶴え置き、一般の閥梵に供す るものとする。

(1)監査報告

(2)理事及び監事並びに評議員の名簿

(3)理事及び監事並びに評議員の報醐等の支給の基準を記載 した書類

(4)事業の料元要等を記載 Lメ た書類

(会 計年度 )

第 34条  この法人の会議|'年 度は、毎年 4月 1日 に始まり、稲年 3月 31日 を 〉ヽつて終わ

る。

(会 計処理の基準 )

第 35条  とこr)法人て″)会計に関 しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理

事会において定める経理共免程により処理する。

(臨機の措錘 )

第36条  予算をもつて定めるもののほか、新たに義務の負担をし、叉は権利の放築をし

ようとするときは、翠事総数の 3分 の 2以上の関意がなければならない。

第 8華  公益を目的 とする事業

(モ_壌 別)

第 37条  この法人は、社会福祉法第 26条の規定により、利用者が、個人の尊厳を保持

しつつ、自立 した生活を地域社会において営むことができるよう支援することなどを目

的として、次の事業を行 うφ

(1)層宅介機支援事業

(居宅介護支援センタ 一ヽ こころ/つ くし)



2 前項の事業の運営に,ヵlす る事項については、理事総数の 3分 の 2以上の悧慧を得なけ

ればならない。

第 9章 解散

(解散)

第 38条  この法人は、狙i会福祉法第 46条第 1項第 1号及(パ第 3丹Ⅲか ら第 6号 までの解

散事曲により解散する。

(残 余財滋の帰属 )

第 39条  解散 (合 併叉は破産による解散を除 く。)し た場合における残余財産は、評議

員会の決議を得て、社会福れと法人並びに社会福 4体事業を行 う学校法人及び公益財団法人

のうちか ら)選 出 されたものに婦風するじ

第 40章 定款の変更

(定款ゼ)変 更 )

第 4()条  この定款を変更 しようと1・ るときイま、評畿員会の決議 を得て、二条市の議可

(社会機れと法錦 45条の 36第 2嘆に規定す る厚生労働省令で定める事項に係 るもモ′)を

除く)を受けなければならないぃ

2 前項の厚生労イ麟l省令で定める事項に係 る定款の変更を tッ た ときは、選滞なくその雷を

ヱ条常に届け出なければならない。

第 11革  公告の方法そ (″)他

(公 曽の方法 )

第 41条 工(ア)法人の公告は、社会福祉法人報徳福れと会の掲添場に掲示するとともに、宙

報、新聞又は電 子公待に掲載 して行 う。

(施 行細騨1)

第 42条  この定款 (夕,施行についてこア)線只とは、理事会において定♂♪る。

附 辮j

この法人げ)設 立当初の役員は、次げ)と お りとする。ただ とン、この法人の成立後避滞な

く、との定歓に基づき、役員の選任 を行 うものとする。
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